「長期優良住宅建築等計画の認定における居住環境の維持及び向上への配慮に関する基準」の運用について
　次の場合については、認定を受けようとする建築物が、「長期優良住宅建築等計画の認定における居住環境の維持及び向上への配慮に関する基準」の３の括弧書きに定める「市長の許可等により長期にわたり存続できるもの」であるとみなす。　
認定を受けようとする建築物が、都市計画法第４条第６項に規定する都市計画施設の区域内にある場合であって、都市計画決定又は都市計画変更決定（名称の変更等区域の変更を伴わない都市計画変更決定を除く）後20年を経過しており、かつ都市計画道路整備プログラム・都市計画公園又は都市計画緑地に関する事業計画において事業着手予定がない都市計画施設の区域内にあるとき
　
　ただし、上記の場合は、将来、除却又は移転が必要となる可能性があることから、当該住宅の長期優良住宅認定については、次のことを条件とする。
○　長期優良住宅建築等計画の認定申請時に、認定申請書等の中に「長期優良住宅建築等計画の認定における居住環境の維持及び向上への配慮に関する基準の運用」を適用した住宅である旨記載するとともに、都市計画法第５３条に基づく許可申請書、誓約書及び、都市計画法第５３条に基づく建築許可書の写しを提出する。
